
愛知県流域下水道の
アセットマネジメントについて

～アセットマネジメントシステムISO55001の導入～

公益財団法人愛知水と緑の公社

平成２７年３月

資料5-1



１ 愛知県の下水道について
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流域下水道関連人口

3,668千人
単独公共下水道関連人口

1,497千人(除く名古屋)

H25年度末 愛知県人口 7,470千人（住民基本台帳）

下水処理
区域内人口
5,582千人
(普及率74.7%)

下水処理
区域外人口
1,888千人

処理区域内人口(除く名古屋）
3,351千人
(普及率64.2%)

処理区域内人口
2,231千人

（普及率 99.2%）

処理区域内人口
2,295千人

（普及率 62.6%）

54
千人

未整備人口1,412千人

計画区域外人口 305千人 97千人

市街化調整区域
615千人

市街化区域
453千人

108千
人

236千
人

20千人

処理区域内人口
1,056千人

（普及率 70.5%）

その他町村人口

54千人（未着手、計画無）
名古屋市人口

2,251千人



２ 愛知県流域下水道の管理体制
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実施主体 業務内容

県
行政的な

業務

・下水道台帳の整備

・流域関連公共下水道の接続承認

・悪水流入時における市町への指導

・収支計画の策定

・汚泥処理の基本的方針の策定

・管渠の保守点検、修繕

・機械・電気設備の計画修繕

(公財)愛知水
と緑の公社

(H18～H27
指定管理者)

下水道

施設の

管理

・処理場等の運転、監視、保守点検、修
繕

・汚泥の処理処分

・流入水量の計測



２ 愛知県流域下水道の管理体制
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公社が運転管理、
修繕等の業務を
民間に発注、監
督。

公社は指定管理
業務の他、県が
行う建設に対し
ても、運転管理
の情報をフィー
ドバックさせる
ため、設計、施
工の様々な場面
で関与。

県が設計、建設
の各段階で個別
に民間に発注、
監督。

○職員構成

○イメージ図

※本庁下水道課職員は含まれていない。



３ 導入の経緯

〇 愛知県は流域下水道管理の技術的分野を担う組織として財団法
人愛知県下水道公社(現在は「公益財団法人愛知水と緑の公社」以下、
公社)を設立。公社が供用当初から処理場・ポンプ場の維持管理を継
続実施。現在、全１１流域下水道の管理を指定管理者(任意指定)と
して一括管理している

○ 流域下水道管理の技術的部門を公社に委ねている現状において、
県と公社の業務分担や維持管理を通して得られる技術的ノウハウを
建設計画や長寿命化計画に確実にフィードバックしていく体制を整
えることが必要

○下水道施設の老朽化が進んでいくなか、県と公社が密接に連携し
て資産管理を行う必要がある。そこでアセットマネジメントシステ
ムを導入し、責任の所在と業務手順を明確にして、継続的に課題を
抽出し業務改善につなげていく体制を構築する必要がある
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４ 導入手順

① ＩＳＯ５５００１の要求事項にしたがって、業務を整理

(ギャップ分析)

② ギャップ分析で課題を整理し、県及び公社の組織目的を達成する

ためのアセットマネジメント方針を定める

③ 組織目的を達成させるための戦略的アセットマネジメント計画を

定める

④ 各組織で行っている既存のアセットに関する事業計画等をアセッ

トマネジメント計画として位置付け

⑤ アセットマネジメント方針を達成するための目標指標を設定

⑥ アセットマネジメントマニュアルを整備

⑦ アセットマネジメントシステムが有効に運用されているかを検証

するため、内部監査の仕組みを整備し実施 6



４ 導入手順
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７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

AMS構築
(ISO５５００１
認証作業)

下水道分野に
おけるISO５５
００１適用ユー
ザーズガイド
検討委員会

平成２６年 平成２７年

ギャップ分析(４回実施)

認証支援団体に

選定

ISO勉強会
(2回実施)

AMマニュアルの作成

内部監査

認証機関による

初動審査

マネジメントレビュー

認証機関による

本審査

認証支援対象事

業体に応募

第1回検討
委員会

自治体WG(仙台市,横浜市,大阪
市,名古屋市,愛知県3回実施)
自治体WG(仙台市,横浜市,大阪市,
名古屋市,愛知県3回実施)

自治体WG(仙台市,横浜市,大阪市,名古
屋市,愛知県参加3回実施)

第4回自治
体WG

第2回検討
委員会

認証取得(予定)



５ 適用対象範囲
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五条川左岸

新川東部

新川西部

図 面 番 号 6 9 11

流 域 下 水 道 名 五条川左岸流域下水道新川東部流域下水道新川西部流域下水道

計画区域面積(ha) 5,460 1,733 1,363 

計画処理人口(万人) 22.4 8.9 6.3 

処理能力(万m 3/日) 14.0 5.2 3.5 

関 連 市 町 村 数 3市1町 1市1町 2市

着 手 年 度 昭和52年度 平成12年度 平成17年度

供 用 年 度 昭和62年度 平成19年度 平成24年度

○処理場及び計測点施設の
管理運営事業を対象



６ 推進体制

トップマネジメント

建設部長

AMS管理責任者
下水道課長

下水道課
(施設管理G,経営G)

尾張流域下水道出張所

AMS管理責任者
公社 下水道部長

公社 管理課

公社 五条川左岸・

新川東部・新川西部事業所

連携

連携

連携 9

同室で執務を行っている

尾張流域下水道出張所

五条川左岸・新川東部
・新川西部事業所



アセットマネジメントシステム推進体制

役割 部署又は責任者 責任
トップマネジメント 県建設部長 アセットマネジメントシステムの実施に関する最終責任を負う。

AMS管理責任者から取組の狙いに関する説明を受け、AM導入
の活動を承認する。

AMS管理責任者 正：県下水道課長
副：公社下水道部長

・トップマネジメントの承認を踏まえ、AMS推進事務局に具体的
な活動を指示し、全体活動の進行管理を行う。
・AM目標を含むSAMPを確立し更新する。
・AM計画を確立し更新する。
・AMSのパフォーマンスをトップマネジメントに報告する。

内部監査責任者 県下水道課主幹（管理） ・AMS推進事務局と連携し内部監査体制を立ち上げ、内部監査
員を任命する。また、内部監査員に対する教育を行い、内部監
査が実施できるように準備する。
・内部監査の最終結果をトップマネジメントに報告する

AMS推進事務局 正：県下水道課施設管理G
副：公社管理課管理G

アセットマネジメントシステム導入に必要な活動を計画し、担当
を割り当てる。また、各活動の進行管理を行う。
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役割

・流域下水道全般にかかる管理・運営に関する業務を行う。
・公社の指導監督を行う。

・五条川左岸・新川東部・新川西部流域下水道の管理運営を行
う。
・下水道台帳を整備し管理する。
・五条川左岸・新川東部・新川西部流域下水道の処理場施設の
計画修繕を行う。
・流域関連公共下水道管理者と調整、指導を行う。
・指定管理業務のモニタリングを行うとともに公社事業所と各種
調整を行う。
・五条川左岸・新川東部・新川西部流域下水道の処理場施設の
長寿命化計画を策定し、計画を実施する。

公社下水道部管理課 流域下水道の指定管理業務における事業計画を策定し、各事
業所を統括管理する。

公社五条川左岸・新川東部・新川西部事業所 流域下水道の指定管理者として五条川左岸・新川東部・新川西
部流域下水道の処理場及び計測点施設の運転管理、保守点検
整備、修繕工事を行う。

部署

県下水道課
　(経営Ｇ,施設管理Ｇ)

尾張建設事務所尾張流域下水道出張所



７ アセットマネジメントシステムの構成
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１０ 内部監査(9.2)
内部監査は、組織が自分で決めた要求事項

及びＩＳＯ５５００１の要求事項に対してア
セットマネジメントシステムが適合し、ア
セットマネジメントが効果的に導入され、有
効に運用されているかを検証する。
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１１ マネジメントレビュー(9.3)

○ トップマネジメントは、アセットマネジメント全体の取組状況

を確認し、アセットマネジメントシステムの適切性、十分性、有

効性について、アセットマネジメント方針と整合がとれているこ

とを確認し、改善や変更の必要性を判断する。

○ ＡＭＳ管理責任者は、アセットマネジメントシステムに関する

外部と内部の状況変化やアセットマネジメント活動などについて

トップマネジメントに報告する。

○ 内部監査責任者は、監査結果をトップ

マネジメントに報告する。
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○認証審査結果

不適合：なし

ただし、今後の改善を期待するものとして、３点所見を頂いた。

①アセットマネジメント目標を達成させる計画(アセットマネジメ

ント計画)に一部不足がある。

②不具合や事故等に対する改善処置活動について、策定したマニュ

アルで規格と同じ趣旨の記載をしたが、実際に要求事項を確実に

実施する手順を明確にする点について、改善の余地がある。

③不具合等が発生した場合、非常時対応や外部情報の記録があるが、

策定したマニュアルで分類した「要注意」、「不適合」、「事

故」の識別がされていないため、分類を明確にして、確実な対応

を実施する点に改善の余地がある。

１２ 審査結果

15



○構築したアセットマネジメントシステムを確実に運用し、業務改善
を図っていくこと

○建設と管理の連携強化が課題であったが、今回の認証範囲には建設

部門の取り込みができていない

○ＩＳＯ５５００１の要求事項のなかに、アセットマネジメントシス

テムを維持、継続的改善を行うために必要な資源を確保する。

という要求事項があるが、マンパワーが足りない状況

１３ 課 題
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○ＩＳＯ５５００１認証取得で、既存の業務プロセスを整理し、課

題を見つけるきっかけとなった

○リスクやプロセスそしてパフォーマンスを評価することが求められ

ており、業務改善に繋がる活動がしっかりできる

○県と公社によるアセットマネジメントはこれからがスタート

１４ まとめ
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